
課題 ①空き家を活用する不動産事業者の少なさ
②空き家活用事例の具体的なノウハウの共有

目的 不動産事業者として物件所有者や活用希望者への支援を行い空き家活用によるエリアリノベーションを手がけてき
た弊社の不動産事業や支援方法を伝えることで、各地域に空き家活用できる人材を育成し、より多くのエリアリノ
ベーション事例創出を目指す。

取組内容 ①空き家活用・エリアリノベーション事例を具体的に伝えるツールの制作
②セミナー開催

成果 ①活用事例を伝える会社案内パンフレット、チラシの作成。webサイトのリニューアル
②全3回開催、合計３１名。 参加人数内訳：１１名（オンライン）、２０名（現地参加）

空き家を活用したエリアリノベーション事業者の育成・事業化サポートプログラム
（有限会社トノコーポレーション）

〜弊社空き家活用・エリアリノベーションの事例やノウハウの紹介と実施希望者へのサポート〜

①空き家活用・エリアリノベーション事例を伝えるツール制作
（オウンドメディアの再構築）

・空き家活用パンフレットの作成、配布

②セミナー開催

・空き家不動産活用のプロセス・方法や、エリアリノベーショ
ンをテーマとしたセミナーを開催（全３回）

▼実績

11/13：8名
（現地6名、オンライン2名）

12/11：13名
（現地10名、オンライン3名）

1/29：10名
（現地4名、オンライン6名）

・空き家活用事例を含めて伝えるWEBサイト立ち上げ・改修

参加者は一般顧客に加えて、京葉ガ
ス 北本市まちづくり会社 UDS 小田
急不動産 空き家活用関連会社館山市

不動産会社も参加。プロに対しての
学習機会を提供した。また参加者で
ある大手法人や地方のまちづくり法
人とは空き家活用に関する連携の具
体的な話に進んでおり、今後の空き
家活用の展開につながっている。



①空き家活用・エリアリノベーション事例を伝えるツール

空き家活用パンフレットの作成、配布
空き家の利活用の事例、スキームを伝えるためのパンフレットを作成。



①空き家活用・エリアリノベーション事例を伝えるツール

空き家活用事例を含めて伝えるWEBサイト立ち上げ・改修
ポートフォリオ「人」「場」「街」
空き家の活用を単に事例で紹介するのではなく、物件を介して関わる「人」「場」「街」全体のポートフォリオを作成し、
再現可能かつ具体的な事例として落とし込む。



③事業実施による波及効果

1、空き家活用パンフレットの作成・配布によるオーナーからの相談

2、事例のコンテンツ制作による活用事例の体系化

パンフレットを作成・配布したことにより、空き家を所有するオーナーから反響があり一部は活用事例となったほか、

現在も活用に向けての協議を進めている。

相談件数：10件
活用件数： 4件

空き家活用事例のコンテンツ制作にあたり、活用事例を徐々に体系的に整理することができた。
空き家活用のステップとして、

・現状把握

・活用企画

・事業計画作成

・資金調達

・法的整備

・条件設定

・リーシング

・運用

のステップがあることが理解できた。また事例を見た参加者からのフィードバックを受けて、実践者になるためにネック
となる部分の解像度を知ることができた。



③事業実施による波及効果

3、空き家活用事業者の具体的なコンサルティング業務への発展

4、大手インフラ系事業者とのコラボレーションの検討

セミナー参加者である空き家活用事業者が、弊社の空き家活用事例を視察。同時に、その事業者が抱えている空き家案件
の活用・事業化について個別相談・コンサルティングを実施。他地域での空き家活用・リノベーション事業の推進につな
がっている。

セミナー参加者である大手鉄道系不動産会社が、社内プロジェクトで検討中だった空き家活用事業を推進し、弊社との具
体的な連携に進んでいる。また弊社営業地域内のガス会社からも域内の空き家活用事業の相談を受け連携検討中である。

連携

スキーム案

現地視察の
様子

具体的な空き家活用・
エリアリノベーション
事業の相談

（相談された空き家の
イメージ）



④事業実施による気づき・今後の課題

1、実践者の育成・個別コンサルティングの必要性

2、オーナーの信用を得るための大企業との連携可能性

事業を実施し、各地域に空き家活用を通じたエリアリノベーション事業者を立ち上げたい希望者がいることがわかった。

一方で、空き家活用を目的としたプラットフォームや、勉強会が数多く立ち上がる中で実際の活用に進むケースはまだま
だ多くない。

理由としては放置された空き家は課題の個別性が高くオーナーとの調整難易度が高いことがあげられる。

オーナーへの個別コンサルティングが必要であること、空き家活用の事業化難易度が高いこと、コンサルティングできる

事業者の育成が課題であることが挙げられる。

今後は、活用に至ったの事例の共有が必要であること、個別コンサルティング・事業化をできる実践者を増やすことが必
要であることがわかった。

オーナーとの調整にあたり、ネックとなるひとつに心理的ハードルの高さがあげられる。今回の事業を通じ、

大手のインフラ系企業に、営業地域内の空き家活用・エリアリノベーション事業の立ち上げ意向があることがわかった。

今後上記1の実践者を増やすにあたり、後ろ盾となる大手企業との連携が推進できれば、オーナーへの心理的ハードル、

資金調達部分のリスクを減らすことができる可能性があると感じた。


